
○令和4年度当初予算案の概要

2月4日市長定例記者会見



令和
4年度

令和
3年度

前年度比 増減率

一般会計 4267億円 4236億円 +31億円 +0.7％

特別会計 2540億円 2498億円 +43億円 +1.7％

企業会計 889億円 867億円 +22億円 +2.5％

全会計 7697億円 7601億円 +95億円 +1.3％
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令和4年度当初予算案規模

※四捨五入のため、表中では計算が合わないことがある。

新型コロナウイルス感染症対策経費等の
増加により、一般会計の予算規模は増加



令和
4年度

令和
3年度

前年
度比

増減率

市税 1517 1460 +57 +3.9%

個人市民税 597 574 +23 +3.9%

法人市民税 91 63 +28 +44.6%

固定資産税 594 590 +4 +0.6%

その他 236 233 +3 +1.1%

地方譲与税･交付金 320 297 +23 +7.8%

地方交付税 337 281 +57 +20.3%

市債 372 523 ▲151 ▲28.8%

臨財債 212 327 ▲115 ▲35.2%

その他 1721 1676 +45 +2.7%

合 計 4267 4236 +31 +0.7%

（単位：億円）

地方財政計画に基づく臨時
財政対策債の減少

個人市民税及び法人市民税等
の増加

歳入（一般会計）

○主な歳入

※四捨五入のため、表中では計算が合わないことがある。

地方財政計画に基づく地方
交付税の増加



令和
4年度

令和
3年度

前年度比 増減率

人件費 907 912 ▲5 ▲0.5%

扶助費 1451 1365 +86 +6.3%

公債費 313 321 ▲9 ▲2.8%

投資的
経費

300 371 ▲70 ▲19.0%

その他 1296 1267 +29 +2.3%

合計 4267 4236 +31 +0.7%

（単位：億円）

総合防災センター整備等の事業
進捗により減少

住民税非課税世帯等臨時特別給
付金や障害者（児）自立支援制
度の給付費の増加等

定年退職者数の減による退職手当
の減少

感染症対策経費及び庁内基盤
システム再構築等により増加

歳出（一般会計）

○主な歳出

※四捨五入のため、表中では計算が合わないことがある。



1 重点項目

3 「堺市基本計画2025」KPI達成に向けての取組

2 新型コロナウイルス感染症対策

令和4年度当初予算案における重点施策

・「子どもの貧困」「貧困の連鎖」の解消

・健康長寿の実現

・DX（デジタルトランスフォーメーション）の推進

・カーボンニュートラルの実現

「堺の未来を創る」予算



重点項目

令和4年度当初予算案における重点施策



40,735千円

（27,193千円）

「子どもの貧困」「貧困の連鎖」の解消

重点項目

○ひとり親家庭の自立支援及び女性就職応援
新規

（1）ひとり親家庭の自立支援等の充実

・SNSを活用して一貫した就業支援を受けられる仕組を構築

・ファミリー・サポート・センター事業の利用料の一部補助を新たに実施

・ひとり親家庭に親の自立支援と子どもの学習支援をセットで実施

・経済的自立に取り組むひとり親家庭に寄附食品を提供

・ファイナンシャルプランナーによる家計相談を実施

（2）さかい女性の就職応援プロジェクト

・女性の潜在求職者の掘り起こしや、企業の意識改革等の支援を実施



健康長寿の実現

・生活習慣改善のため、府アプリ「アスマイル」を活用し、市独自ポイントを付与

・健康増進施策に効果的に繋がるようスマホ等デジタル機器の活用をサポート

（※）

・社会参加促進のため、さかい利晶の杜の観覧料や、体育館トレーニング室の

初回講習料等を無料化

・健康リスクが高い方に、医療職による相談・指導等の個別支援を実施

24,459千円

（7,381千円）

（8,417千円）

○高齢者の健康増進のための取組推進
新規

拡充

重点項目

（※）はゼロ予算事業



DX（デジタルトランスフォーメーション）の推進

○都市OSの活用検討
・多様なデータの活用による住民サービスの提供・改善等に向け、
大阪府と連携し、都市OSの導入検討や実証を推進

20,660千円

○中小企業のDX支援
・堺市産業振興センターに「産業DX支援センター」開設
・デジタル化への投資に対する補助を全業種へ適用

40,492千円

（15,594千円）新規

○デジタル人材育成支援事業
・求職者向け訓練プログラム開設事業者に奨励金を交付

3,300千円新規

重点項目

新規

○漏水常時監視システム
・漏水の早期発見に向け水道管路にセンサーを設置

3,200千円

○市民課窓口キャッシュレス決済の導入
・市民の利便性向上と感染症拡大防止のため、堺区でモデル実施

3,966千円

新規

新規



カーボンニュートラルの実現

○都心部脱炭素化調査
・交通・建物の脱炭素化に向けポテンシャル調査を実施

6,501千円

○ナッジ×デジタルによる環境行動変容の促進
・行動変容促進のための都市OSを活用したナッジの取組

15,000千円

○プラスチック製品回収実証事業
・分別収集等の手法検討のための実証事業を実施

9,888千円

重点項目

新規

新規

新規

○堺・モビリティ・イノベーション（SMI）推進
・公共交通の利用促進や自家用車からの利用転換に
向け、交通量調査・実証実験等を実施

34,991千円

債務（43,000千円）

○家庭向けスマートエネルギー機器等導入促進
・家庭・運輸部門の脱炭素化を促進するため、
EV、FCVの導入に要する費用の一部を補助

30,972千円

（7,000千円）拡充



新型コロナウイルス感染症対策

令和4年度当初予算案における重点施策



○医療・検査・相談体制の確保

・感染症患者搬送体制、検査体制、相談体制の確保

○新型コロナウイルスワクチン接種体制の整備

・追加接種（３回目接種）の実施

新型コロナウイルス感染症対策

3,608,683千円

1,678,772千円

○自宅療養者への支援

・自宅療養等応援パックの配送及び医師による健康相談実施

○保健所の体制強化

・会計年度任用職員の雇用や人材派遣職員の活用等

155,214千円

227,495千円

令和4年度当初予算案における重点施策



「堺市基本計画2025」

KPI達成に向けての取組

令和4年度当初予算案における重点施策



○サイクルシティ堺の推進

・自転車の歴史・文化の発信や社会課題に対応する

自転車を活用した新たな取組を推進

○伝統産業のブランド力強化

・伝統産品の魅力を広く発信するため、「堺キッチン」

ブランドとして認定する商品を充実するほか、事業者の

見学・体験機能の整備を支援

「堺市基本計画2025」 KPI達成に向けての取組

10,000千円

（2,000千円）新規

令和4年度当初予算案における重点施策

13,853千円

（4,800千円）新規

○堺の歴史・文化の活用・次代への継承

・市内の周遊を促進するため、中世の堺をテーマに

茶の湯文化、伝統文化・産業などの魅力をPR

6,240千円

（5,850千円）新規



106,556千円

（9,599千円）

○イノベーション創出促進事業
・多様な主体の共創により、社会課題解決等の

プロジェクトを創出し、広く発信

・中百舌鳥エリアで、アクセラレーション・プログラムや、

新しいビジネスアイデアの実証支援等を実施

新規

「堺市基本計画2025」 KPI達成に向けての取組

令和4年度当初予算案における重点施策

4,309千円○読解力に着目した学力向上の取組

・教科学力の向上のため、モデル校において読解力の

調査・分析を行い確度の高い取組を実施

新規

334,605千円○多子世帯保育料無償化

・第3子以降及び年収380万円未満相当世帯の

第2子の保育料を市独自で無償化



216,623千円

8,710千円

（46千円）

○校区自治会活動推進補助金

・地域の実情に応じて有効に活用いただけるよう、

既存の補助金を統合した新たな制度を構築

新規

「堺市基本計画2025」 KPI達成に向けての取組

令和4年度当初予算案における重点施策

○男女共同参画推進事業

・「働く×ライフ×自分らしく」～堺で始めるコミュニケーション

～をキーメッセージに女性就労の課題解決に向け取組を推進

・新型コロナウイルス感染症の拡大により、精神的不安や

経済的困難を抱える女性への支援を実施

新規

98,500千円

債務（16,000千円）

○深井駅周辺地域活性化事業

・水賀池公園の機能強化と、民間活力導入による

拠点施設の整備に向けた関連業務を実施

新規



ゼロ予算事業

令和4年度当初予算案の概要



○企業への女性活躍推進セミナー

・多様な人材が働ける環境整備のため、国や堺商工会議所との連携により、

市内事業所を対象に女性活躍等に向けたセミナーを開催

○小売商業地図の作成

・市民の情報へのアクセスの向上を図るため、大規模小売店舗や商店街等の

データを市ホームページで公開し情報発信

○デジタル活用支援（※再掲）

・産学官連携により高齢者のスマホ等デジタル機器の活用をサポート

○デザインマンホールを巡るウォーキングイベント

・下水道事業の理解を深める＋健康増進

ゼロ予算事業

○障害理解啓発

・企業と連携し、障害理解を深めるため、関連研修動画を作成し、

市内企業等へ提供


